
 四日市市障害者の医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例をここに公布す

る。 

令和２年３月２５日 

四日市市長  森  智 広 

四日市市条例第１０号 

四日市市障害者の医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例  

四日市市障害者の医療費の助成に関する条例（昭和４８年四日市市条例第９号）の

一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において「障害者」と

は、次の各号のいずれかに該当する者

をいう。 

第２条 この条例において「障害者」と

は、次の各号のいずれかに該当する者

をいう。 

(1) 身体障害者福祉法（昭和２４年法

律第２８３号）第１５条第４項の規

定により身体障害者手帳の交付を受

けた者で、その障害の等級が１級、

２級、３級又は４級に該当するもの 

(1) 身体障害者福祉法施行規則（昭和

２５年厚生省令第１５号）別表第５

号に定める１級、２級又は３級に該

当する者 

(2) （略）  (2) （略）  

(3) 三重県療育手帳制度実施要綱（昭

和６３年障第１１７号）第７条第１

項の規定により療育手帳の交付を受

けた者 

 (3) 三重県療育手帳制度実施要綱（昭

和６３年障第１１７号）別表判定区

分表に定める障害程度「軽度」に該

当する者 

(4) （略）  (4) （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

 （助成の対象）  （助成の対象） 

第３条 この条例による医療費の助成の

対象となる者（以下「対象者」とい

う。）は、次の各号に掲げる条件を

第３条 この条例による医療費の助成の

対象となる者（以下「対象者」とい

う。）は、次の各号に掲げる条件を



満たす障害者とする。ただし、生活

保護法（昭和２５年法律第１４４号

）による保護を受けている者又は１

５歳に達する日以後の最初の３月３

１日までの間にある者を除く。 

満たす障害者とする。ただし、生活

保護法（昭和２５年法律第１４４号

）による保護を受けている者又は６

歳に達する日以後の最初の３月３１

日までの間にある者を除く。 

(1) 本市に住所を有すること。ただし

、学校教育法（昭和２２年法律第２

６号）第８０条に規定する学校に就

学している者又は障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３

号）第５条第１１項に規定する障害

者支援施設及び同条第２８項に規定

する福祉ホームに入所している者に

ついては、その者の保護者が本市に

住所を有すること。 

(1) 本市に住所を有すること。ただし

、学校教育法（昭和２２年法律第２

６号）第８０条に規定する学校に就

学している者又は障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３

号）第５条第１１項に規定する障害

者支援施設及び同条第２６項に規定

する福祉ホームに入所している者に

ついては、その者の保護者が本市に

住所を有すること。 

(2) （略）  (2) （略） 

  (3) 障害者の前年の所得（１月から８

月までの間に受けた医療に係る障害

者医療費の助成については、前々年

の所得とする。以下この条において

同じ。）が規則で定める額以上でない

こと並びに障害者の配偶者及び扶養

義務者の前年の所得が規則で定める

額以上でないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、前条第１

項に規定する障害者が、次の各号のい

ずれかに該当する場合には、対象者と

しない。 

 

(1) 障害者（次号に掲げる者を除く。）

又はその配偶者若しくは扶養義務者

のいずれかの前年の所得（１月から

 



８月までに受けた医療に係る障害者

医療費の助成については、前々年の

所得とする。）が、規則で定める額以

上である場合 

(2) 前条第１項第１号に掲げる障害者

であってその障害の等級が４級のも

の又はその配偶者若しくは扶養義務

者のいずれかが、この条例による医

療費の助成を受けようとする日の属

する年度（４月から８月までの間に

受けた医療に係る障害者医療費の助

成については前年度）分の地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）第２

９２条第１項第１号に規定する均等

割又は同項第２号に規定する所得割

が課されている場合 

 

  

（助成の範囲） （助成の範囲） 

第４条 本市は、障害者が国民健康保険

法若しくは社会保険の規定により療養

の給付を受けたとき、他の法令による

医療に関する給付を受けたとき又は被

保険者若しくは組合員が障害者に係る

療養費、家族療養費若しくは訪問看護

療養費の支給を受けたときに、当該障

害者、被保険者又は組合員（被保険者

又は組合員であった者を含む。以下同

じ。）が負担すべき額（医療費に対す

る付加給付制度があるときは、現に給

付がなされるか否かにかかわらず、こ

の条例の適用がないものとした場合に

当該付加給付制度による給付を受ける

第４条 本市は、国民健康保険法若しく

は社会保険の規定により障害者が療養

の給付を受けたとき、他の法令による

医療に関する給付を受けたとき又は被

保険者若しくは組合員が障害者に係る

療養費、家族療養費若しくは訪問看護

療養費の支給を受けたときに、被保険

者又は組合員(被保険者又は組合員であ

った者を含む。以下同じ。)が負担すべ

き額(医療費に対する付加給付制度があ

るときは、現に給付がなされるか否か

にかかわらず、この条例の適用がない

ものとした場合に当該付加給付制度に

よる給付を受けることができる額を控



ことができる額を控除した額。以下こ

の項において「負担すべき額」という

。）を助成する。ただし、次の各号に

掲げる者においては、それぞれ当該各

号に定める額に限り助成する。 

除した額)を助成する。ただし、第２条

第１項第４号に掲げる障害者でその障

害の等級が２級のものにあっては、通

院に係る医療費に限り助成する。 

(1) 第２条第１項第１号に掲げる障害

者でその障害の等級が４級のもの 

通院に係る医療費に係る負担すべき

額のうち、規則に定める額を控除し

た額 

 

(2) 第２条第１項第４号に掲げる障害

者でその障害の等級が２級のもの 

通院に係る医療費に係る負担すべき

額 

 

２ （略） ２ （略） 

  

 （届出）  （届出） 

第８条 受給資格者は、氏名、住所若し

くは加入している医療保険の種類を変

更したとき又は第３条第２項に規定す

る配偶者及び扶養義務者の状況に変更

があったときは、その旨を速やかに市

長に届け出なければならない。 

第８条 受給資格者は、氏名、住所又は

加入している医療保険の種類を変更し

たときは、その旨を速やかに市長に届

け出なければならない。 

  

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年９月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 改正後の四日市市障害者の医療費の助成に関する条例（以下「新条例」という。

）の規定は、この条例の施行の日以後に行われる診療に係る医療費の助成から適用

し、同日前に行われた診療に係る医療費の助成については、なお従前の例による。  



３ 新条例の規定により医療費の助成を受けることができることとなる者に係る受給

資格証の交付その他医療費を助成するために必要な準備行為は、この条例の施行前

においても行うことができる。 

（健康福祉部障害福祉課） 

 


